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調査は談話完成テスト (Discourse Completion Test) を用い，日本では高等専門学校に在












1. は じ め に
学習者の言語を分析する場合，目標言語 (target language) にどれだけ近づいているかという
——————————————————













and Schmidt (1996)，長友 (2002) がある．Ellis (1994) は，学習者がネイティブスピーカー
と同じようなポライトネス・ストラテジーが使える段階，すなわち母語と目標言語における文化
の違いに目が向けられる段階に達するには，長い間第二言語環境にあってその影響を強く受ける
必要があると説く (Ellis, 1994: 181–182)．Kasper and Schmidt (1996) は，学習者の語用的
能力 (pragmatic competence) に関して，文脈としての社会・文化的要因の作用を強く受ける
ので，外国語学習の環境よりも第二言語学習の環境のほうが促進されやすいと論じている






中間言語 (interlanguage) は Selinker (1972) が提唱した学習者の言語に関する仮説であり，
同時期に Corder (1967) と Nemser (1971) も同じ現象に異なる側面から考察を行っている．
学習者の言語，換言すれば第二言語 (second language) は母語とも目標言語とも異なった言
語体系であり，両言語の間に位置すると考えられることから，Selinker が ‘interlanguage’ を





competence)’ にあると主張し (Corder, 1967: 166)，Nemser は第二言語が目標言語から逸脱
した不完全な体系であることから，これを ‘近似的体系 (approximative system)’ と呼び，第







ステム (an interlanguage) を指し，第二の意味は時間の経過に伴い，構造化したシステムが連
なって形成する連続体 (the interlanguage continuum) を指す (Ellis, 1994; 350)．
2–2. 先行研究の概観
語用論の定義は幾とおりもあるが，現代言語学では語用論は ‘言語使用者の視点からの言語研
究 (the study of language from the point of view of the users)’ であると定義される (Crystal,









断りの先行研究としては， 日本人英語学習者を対象にした Takahashi and Beebe (1987)，




2 次の DCT (Beebe, Takahashi, and Uliss-Weltz, 1990: 71) では，Friend の 2回目のことばがリ
ジョインダーである．
A friend invites you to dinner, but you really can’t stand this friend’s husband/wife.
Friend: How about coming over for dinner Sunday night? We’re having a small dinner party.
You: ______________________________________________________________________________.











(パーティと散歩に誘われる場面)を設定した(伊藤, 2001b; 2002a; 2002b; 2003a; 2003b;
2004a)．
マレー語母語話者に関する先行研究としては，伊藤 (2001a; 2001b; 2002a; 2002b; 2003a;
2003b) の一連の研究が挙げられるが(脚注 11を参照)，ここでは本稿の直接的な先行研究に当た












本稿における分析の枠組みは，Brown and Levinson (1987)のポライトネス理論 (politeness
theory) である．ポライトネス (politeness)4は，円滑な人間関係を確立したり維持したりする
際に機能する言語的ストラテジーと定義される(宇佐美, 2001: 10)．ポライトネス理論で中核を
成す概念は FTA (Face Threatening Act) である．人間には，他人に理解や称賛をされたいポ
——————————————————





たい欲求があり，この二つのフェイスを脅かすような行為を FTA と言う．FTA は，話し手と
聞き手の力関係 (Power: P) と，話し手と聞き手の社会的距離 (Distance: D) と，相手にかけ


















5 positive は ‘積極的’，negative は ‘消極的’ と訳されることもあるが(“外国語教育学大辞典” 1999 な
ど)，訳語のニュアンスが定義された意味を不明確にする場合もあるので，本稿では片仮名表記とする．
同様の理由から，本稿は face も片仮名で表記する．
6 分析対象である学習者のデータは，本稿においては 1999年から 2001年にかけて 3回収集した有効回答
の合計であり，伊藤 (2002a) においては 1999年に 1回収集した有効回答なので，両研究におけるデー
タは同一ではない．




圏での滞在が長くなるにつれて母語からの転移が減るとする説 (Olshtain Blum-Kulka, 1985など)も，








を指標として，来日 3年目のマレー語母語話者(以下 J3と略す)，来日 2年目のマレー語母語話
者(以下 J2と略す)，来日 1年目のマレー語母語話者(以下 J1と略す)と，滞日経験がない日本
語学習 2年目の大学生(以下 J0と略す)に分けられる．有効回答数は合計 373名で，その内訳は
表 1のとおりである．
J0は，マラヤ大学 (Universiti Malaya) で日本留学に備えて 2年間の予備教育を受けている




日本全国の高等専門学校 (National College of Technology) に在籍しているマレーシア政府派
遣留学生である．高等専門学校に留学するには，マレーシア工科大学 (Universiti Teknologi Ma-
laysia) の予備教育課程 (Pusat Persediaan Kajian Teknical ke Jepun) で 2年間日本語の授業
と数学・物理などの教科を日本語で受け，日本の文部科学省の卒業試験に合格しなければならな
い．日本語の試験は日本語能力試験 2級程度とされている．マレーシア工科大学の日本語の主教




対象者 母 語 使用言語 調査国 回答数(複数回答)
J3 マレー語 日本語 日本 115 (32)
J2 マレー語 日本語 日本 103 (36)
J1 マレー語 日本語 日本 75 (0)
J0 マレー語 日本語 マレーシア 80 (0)
——————————————————
8 マレー語 (Bahasa Melayu) は国家統合の観点から，マレーシアでは憲法でマレー語と明記されている
にもかかわらずマレーシア語 (Bahasa Malaysia) が用いられ(小野沢, 1997; 鳥居, 1998)，インドネシ
アではインドネシア語 (Bahasa Indonesia) と法定されている(インドネシア共和国憲法第 36条)．本
稿が調査・分析の対象とするのは，為政者の呼称を借りればマレーシア語の母語話者である．マレーシ











本稿では，マレーシア政府がルックイースト政策 (Look East Policy)9で日本の高等教育機
関に派遣している留学生を調査対象者としている．日本に派遣される学生のほとんどは，全寮制
エリート中等学校の出身者である(伊藤, 2000a: 85)．マレーシアでは政府により小学校の 6年
修了時に試験 (Ujian Pelajaran Sekolah Rendah) が行われ，成績が優秀な生徒が選抜されて地
域の全寮制エリート中等学校に入学する．この政府立の中等学校は 1998年現在 28校しかなく，




3–2. 実 施 時 期
調査は，日本とマレーシアで実施した．日本では 1999年・2000年・2001年の 3回，マレー
シアでは 1999年に 1回，調査を実施した．




有効回答とした．調査は 1999年から 2001年に亘って実施したので，表 1の回答数は延べ人数で
あり，同一学習者の複数回答は括弧内の数字で示した．
マレーシアでの調査は，筆者がマラヤ大学日本留学予備教育課程日本語科 (Ambang Asuhan
Jepun, Pusat Asasi Sains, Universiti Malaya) を訪問して調査を直接依頼し，各クラス担任が
——————————————————
9 1981年に第 4代首相に就任した Mahathir b. M. が，マレーシアを近代国家へ発展させるために日本








3–4. 手 続 き
調査紙は，談話完成テスト (Discourse Completion Test: DCT)11とフェイス・シートから







場 面 対話の相 手 状 況
1 担任の先生 パーティに誘われる
2 親しい友達 トランプ / 散歩に誘われる
3 親しくない学生 トランプ / 散歩に誘われる
4 担当以外の先生12 パーティに誘われる
——————————————————
11 自然発話と比較すれば，調査紙という形態をとる DCT から得られる発話は不自然であると指摘する
向きがあろう．しかし，変数をコントロールできる点と遠隔地のデータを多量に収集できる点において，
DCT は自然発話に比べて極めて現実性の高いデータ収集の手段であり，事実上の主力方法であると言
える (Gass and Selinker, 2001: 47)．また，6種類のデータ収集の方法を統計的に検討した Yamashita
(1996: 77)には DCT はデータの信頼性がかなり高く，発話の収集手段として有効であると示されて
もいる．上述の先行研究を踏まえて，マレー語母語話者の発話行為を調査・分析する実証研究(伊藤,






13 Brown and Levinson (1987) のポライトネス理論は文化差を考慮していないという批判に対して，ポ
ライトネス研究の第一人者と目されている宇佐美は，‘同じ行為であっても，ある行為 x が相手にかけ
る負荷度の見積もりは文化によって異なる’ ということを強調したい(宇佐美, 2001: 18)，と反論して
いる．
本稿は，ポライトネス理論における P を対話の相手の地位で目上と同等の 2水準，D を対話
の相手との親疎関係で親しいと疎遠の 2水準，R を文化差13と捉え J3・J2・J1・J0の 4水準と
して，2×2×4の要因計画を立てた．
3–5. 分 析 方 法
分析は，DCT で得られた発話から意味公式 (semantic formulas) を抽出し，その意味公式
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を機能別に分類した14．意味公式は，Blum-Kulka and Olshtain (1984)，Beebe, Takahashi,
and Uliss-Weltz (1990)，生駒・志村 (1993)，藤森 (1994)，伊藤 (2001b; 2002a; 2002b;
2003a; 2004a) などで発話を分析するのに用いられている単位である．なお，意味公式は { }
と表示する．
本稿は，伊藤 (2001b; 2002a; 2002b; 2003a; 2004a) の分類に従う．これは，(1) 断り研究
の代表的な先行研究である Beebe, Takahashi, and Uliss-Weltz (1990) の分類，(2) Beebe,
Takahashi, and Uliss-Weltz (1990) を日本語の分析に導入した藤森 (1994)，(3) 藤森 (1994)







[例 2] は [例 1] の回答例である．回答は，‘すみません’ が {詫び}，‘今週の土曜日は私の友
——————————————————




{結論} 直接的な表現の断り 行けない /無理です /できない
{理由} 相手の意向に添えない旨の表明 友達の結婚式に出ますから
{詫び} 相手の意向に添えないことを負担 申し訳ありません /ごめんね /
に感じている旨の表明 勘弁して /おこらないで
{関係維持} 相手との関係を維持したい旨の 次回は行きます / また今度ね /
消極的な働きかけ 次は出席します
{共感} 相手の意向に添いたい心情の表明 行きたいけど / 残念ですが /
したくないことはないけど
{感謝} 相手の行為により恩恵を受けた ありがとうございます /
ことの表明 ありがたいんですが
{情報} 相手の発話内容を確認 今週の土曜日ですか /何時から ? /
明日まで ?
{条件} 断りの留保 レポートを書いてから /
時間があれば / 約束はしないけど
{承諾} 明確な承諾 行きます /やります/わかりました
{その他} 上記に該当しないもの ちょっと… /あのう… /えーと
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三要因の分散分析を行った結果，地位(以下 A と略す)×親疎(以下 B と略す)×グループ(以
下 C と略す)は 5% 水準で帰無仮説は棄却できず，交互作用17は有意でなかった (F(3, 369) =
0.55, n.s.)．A×C も 5% 水準で帰無仮説は棄却できず，交互作用は有意でなかった (F(3, 369) =
0.36, n.s.)．一方，B×C は交互作用が有意であった ので (F(3, 369) = 8.08, p < 0.001)，その
後の検定は行わなかった．
交互作用が，A×C で有意でなく B×C で有意であったので，次に親疎関係の水準ごとに二
要因の分散分析を行った．対話の相手が親しい場合に，A×C は 5% 水準で交互作用は有意でな
かった (F(3, 369) = 0.21, n.s.)．主効果 A (F(1, 369) = 1.53, n.s.) も，C (F(3, 369) = 1.09,
n.s.) も有意でなかった18．
対話の相手が疎遠な場合にも，A×C は 5% 水準で交互作用は有意でなかった (F(3, 369) =
0.68, n.s.)．しかし，A は 5% 水準では有意でなかったが (F(1, 369) = 2.71, p < 0.1)，C は有
——————————————————
15 量的分析を実施するにはデータの数値化が必要条件なので，慇懃無礼や皮肉などは例外として，一般的
に発話の長さとポライトネスは相関があるとされていることから (Beebe, Takahashi, and Uliss-Weltz,





16 統計ソフトは ‘SPSS10.0’ を用いて，非対応型の検定を行った．調査対象者が同じなら ‘対応型’ ，異







意であった (F(3, 369) = 6.05, p < 0.001)．C が有意であったので，さらにグループの平均値
について Dunnett の両測検定で多重比較を行った．表 4が，その結果である．
J3との平均値の差において，J2に関しては統計的な有意差が見られなかったが，J1に関して
は有意差が 5% 水準で確認され，J0に関しては有意差が 0.1% 水準で確認された．J3と J2の




J0の間の差が有意であるかどうかを検討する必要がある．そこで次に，Tukey の HSD (Hon-
estly Signiﬁcant Difference) 検定を行った．Tukey の HSD は，分散分析を行った後で差が
あると思われる場合にそれぞれの群の間ですべてのペアについて検定を行う方法である．議論の
核心は J1と J0の間の差が有意であるかどうかという点なので，本稿ではこの点に関してのみ
記す．表 5が Tukey の HSD の結果である．
表 5からわかるように，J1と J0の間で有意差は見られなかった．
本稿の仮説は，‘学習者の中間言語におけるポライトネスは，滞日期間の長さに比例して習得さ
れる’ であった．分析結果は，J3と J2の間および J1と J0の間の差は有意でないことを，J3




19 E−02は 10のマイナス二乗を意味する．したがって，−3.03E−02は −0.0303と同値である．脚注 20 も
参照されたい．
20 平均値は通常四捨五入した値を小数点以下 2桁で表示するので，表に示した J0の平均値から J1の平
均値を減じた値と，統計ソフトが出力した平均値の差が一致しないということもあり得る．
表 5 Tukey の HSD 検定による平均値の差
(I) グループ : 平均値 (J) グループ : 平均値 平均値の差 (I − J)
J0 : 2.53 J1 : 2.63 −0.1120
***: 0.1% 水準で有意，**: 1% 水準で有意，*: 5% 水準で有意．
表 4 Dunnett の両測検定による平均値の差
(I) グループ : 平均値 (J) グループ : 平均値 平均値の差 (I − J)
J2 : 2.88 J3 : 2.91 −3.03E−0219
J1 : 2.63 J3 : 2.91 −0.28*
J0 : 2.53 J3 : 2.91 −0.38***





























遠な場合，J3と J2の間では統計的な有意差が見られなかったのに対して，J3と J1の間では 5%
——————————————————
21 ただし，この方法は学習者の母語と目標言語の社会文化的規範が近い場合に有効な手段である．
22 本稿では滞日期間を指標にして，学習者を J0，J1，J2，J3と 1年ごとにグループ化した．
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